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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光学式距離計により監視エリア内を走査して物体を検知し、検知した物体のうち移動体
を特定し、特定した移動体を追尾対象に設定してカメラ装置により自動追尾する監視装置
を制御するための監視装置の制御方法であって、
　前記監視エリア内に複数の移動体が特定された場合、前記カメラ装置による自動追尾を
解除するために予め設定されている追尾解除条件が成立したと判定すると、前記監視エリ
ア内の重点監視対象を含む予め設定されている重点監視エリアを前記カメラ装置で広角に
定点監視する
　ことを特徴とする監視装置の制御方法。
【請求項２】
　前記追尾解除条件として、同一の移動体を自動追尾した追尾期間が予め設定されている
下限値を連続して下回った回数が下限判定回数以上となったこと、を設定する
　ことを特徴とする請求項１記載の監視装置の制御方法。
【請求項３】
　前記追尾解除条件として、予め定められている判定期間内に前記追尾対象が切り替えら
れた回数が予め定められている判定上限数を超えたこと、を設定する
　ことを特徴とする請求項１または２記載の監視装置の制御方法。
【請求項４】
　前記重点監視エリアとして、前記監視エリアの全域を設定する
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　ことを特徴とする請求項１から３のいずれか一項記載の監視装置の制御方法。
【請求項５】
　前記重点監視エリアを前記カメラ装置で広角に定点監視している際、当該重点監視エリ
ア内のいずれかの移動体が選択されると、選択された移動体を追尾対象に設定して自動追
尾する
　ことを特徴とする請求項１から４のいずれか一項記載の監視装置の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、監視エリア内の移動体を自動追尾する監視装置を制御するための監視装置の
制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、レーザ距離計などのエリアセンサ装置を用いて監視エリアを走査することで移動
体を検知し、検知した移動体の移動に追従させてカメラ装置で継続的に移動体を撮像する
システムが知られている。例えば、特許文献１では、侵入者の移動に追従させてカメラ部
を旋回させ、侵入者の画像データを表示する警備システムが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第３０１１１２１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、監視エリアは、一般にはカメラ装置で撮像可能なある程度の大きさの範囲が
設定されており、その全域を撮像している状態では、個別の移動体を識別可能に撮像する
ことは困難であることが多い。その一方、監視装置としては、監視エリア内に存在する移
動体をもれなく監視する必要がある。
【０００５】
　しかしながら、上記した特許文献１の場合、監視エリアに複数の移動体が存在すること
を想定していないため、追尾対象に設定する移動体を選択することができず、また、追尾
対象を切り替えることもできなかった。この場合、追尾対象を順次切り替えることも想定
されるものの、追尾対象を単に切り替えるだけでは監視エリア内の移動体をもれなく自動
追尾することができず、監視装置としての役割を十分に果たすことができないおそれがあ
る。
【０００６】
　本発明は上記事情に鑑みてなされたものであり、その目的は、監視エリアに複数の移動
体が存在する場合であっても、監視エリア内に存在する移動体の状況をもれなく把握する
ことができる監視装置の制御方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　請求項１記載の発明では、光学式距離計により監視エリア内を走査して物体を検知し、
検知した物体のうち移動体を特定し、特定した移動体を追尾対象に設定してカメラ装置に
より自動追尾する監視装置を制御する際、監視エリア内に複数の移動体が特定された場合
には、自動追尾を解除するための追尾解除条件が成立したと判定すると、監視エリア内の
重点監視対象を含む予め設定されている重点監視エリアをカメラ装置で広角に定点監視す
る。
【０００８】
　監視エリアは、上記したようにある程度の大きさに設定されていることから、複数の移
動体が同時に存在する可能性も高くなる。そして、１つの移動体を自動追尾すなわち移動
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体の移動に追従して移動体を拡大して撮像している場合には、他の移動体が監視対象とな
らず、監視エリア内の移動体をもれなく監視することは困難である。
【０００９】
　そこで、複数の移動体を特定した場合には重点監視エリアを広角にて定点監視すること
により、重点監視エリアにおける移動体の移動状況等を少なくとも把握できるようにして
いる。これにより、監視エリアに複数の移動体が存在する場合であっても、監視エリア内
に存在する移動体の移動状況や監視エリア内にどの程度の物体が存在しているかなど、監
視エリア内の状況をもれなく把握することができる。
【００１０】
　請求項２記載の発明では、同一の移動体を自動追尾した追尾期間が予め設定されている
下限値を下回った回数が、連続して下限判定回数以上となった場合、重点監視対象を含む
予め設定されている重点監視エリアをカメラ装置で広角に定点監視する。
　複数の移動体が存在する場合、追尾対象が切り替えられるとそれに伴って居カメラ装置
の視野も切り替えられる。このとき、移動体の位置関係によっては、移動体を識別する前
にカメラ装置の視野が切り替えられてしまい、移動体の識別が困難になるおそれがある。
【００１１】
　そこで、追尾期間が下限値を下回った回数が連続して下限判定回数以上となった場合、
つまり、移動体が識別される前にカメラ装置の視野が切り替わった場合には、重点監視対
象を含む予め設定されている重点監視エリアをカメラ装置で広角に定点監視する。これに
より、カメラ装置の視野が固定され、重点監視対象が視野に入った状態で定点監視するこ
とから、監視性能が低下するおそれを抑制することができる。また、監視エリア内で重点
監視対象に向かう移動体がどれくらい存在しているか、重点対象監視の近くにどの程度の
移動体が存在するかなど、監視エリア内の状況を把握することができる。
【００１２】
　請求項３記載の発明では、予め定められている判定期間内に追尾対象が切り替えられた
回数が予め定められている判定上限数を超えた場合、重点監視対象を含む予め設定されて
いる重点監視エリアをカメラ装置で広角に定点監視する。
　複数の移動体が存在する場合、追尾対象が切り替えられるとそれに伴って居カメラ装置
の視野も切り替えられる。このため、移動体の位置関係によっては、頻繁にカメラ装置の
視野が切り替えられてしまい、移動体の判別が困難になるおそれがある。
【００１３】
　そこで、判定期間内に追尾対象が切り替えられた回数が判定上限数を超えた場合、つま
り、カメラ装置の視野が頻繁に切り替わった場合には、重点監視対象を含む予め設定され
ている重点監視エリアをカメラ装置で広角に定点監視する。これによりカメラ装置の視野
が固定されることから移動体を判別することができ、重点監視エリアを監視することから
監視性能が低下するおそれを抑制することができる。つまり、広角にすることで視野が切
り替わる可能性のある位置関係の移動体がまとめて視野内に入ってくるため、同じ画像が
長い時間で撮像され対象の移動体の判別がし易くなる。
【００１４】
　請求項４記載の発明では、重点監視エリアとして、監視エリアの全域を設定する。これ
により、監視エリアの全域が監視対象となり、監視エリア内の全ての移動体の移動状況を
把握することができる。換言すると、重点監視エリアとして、重点監視対象の近傍を設定
すれば、重点監視対象に近い移動体を識別することも可能である。
【００１５】
　請求項５記載の発明では、重点監視エリアをカメラ装置で広角に定点監視している際、
当該重点監視エリア内のいずれかの移動体が選択されると、選択された移動体を追尾対象
に設定して自動追尾する。定点監視する場合、カメラ装置の視野には様々な物体や移動体
が存在する可能性があるものの、例えば警備員等の監視者により移動体を選択可能とする
ことにより、確実に所望の移動体を追尾対象に設定することができる。
【図面の簡単な説明】
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【００１６】
【図１】第１実施形態による監視装置の構成を模式的に示す図
【図２】監視装置が監視対象とする監視エリアを模式的に示す図
【図３】監視装置で実行される監視処理の流れを示す図
【図４】監視装置で実行される判定処理の流れを示す図
【図５】時刻ｔ１における移動体の位置関係を模式的に示す図
【図６】時刻ｔ２における移動体の位置関係を模式的に示す図
【図７】時刻ｔ３における移動体の位置関係を模式的に示す図
【図８】監視エリア内の移動体の位置関係を模式的に示す図
【図９】監視エリア内に設定された重点監視エリアを模式的に示す図
【図１０】第２実施形態による監視装置で実行される監視処理の流れを示す図
【図１１】監視エリア内の移動体の位置関係を模式的に示す図
【図１２】時刻ｔ１における移動体の位置関係を模式的に示す図
【図１３】時刻ｔ２における移動体の位置関係を模式的に示す図
【図１４】時刻ｔ３における移動体の位置関係を模式的に示す図
【図１５】時刻ｔ３後における移動体の位置関係と、監視エリア内に設定された重点監視
エリアとを模式的に示す図
【図１６】第３実施形態による監視装置の構成を模式的に示す図
【図１７】監視装置で実行される監視処理の流れを示す図
【図１８】第４実施形態による監視装置で実行される監視処理の流れを示す図
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の複数の実施形態について図面を参照しながら説明する。なお、各実施形
態において実質的に共通する構成については、同一の符号を付すとともに、その詳細な説
明は省略する。
【００１８】
　　　（第１実施形態）
　以下、本発明の第１実施形態について、図１から図９を参照しながら説明する。
　図１に示すように、本実施形態の制御方法を適用する監視装置１は、エリアセンサ装置
２、カメラ装置３、およびモニタ装置４から構成されている。
【００１９】
　このエリアセンサ装置２は、図１に示すように、制御部１０、記憶部１１、入出力部１
２、レーザ走査部１３、物体検知部１４、移動体特定部１５、移動体計数部１６および追
尾対象設定部１７などを備えている。制御部１０は、図示しないＣＰＵやＲＯＭおよびＲ
ＡＭなどを有するマイクロコンピュータにより構成されており、記憶部１１などに記憶さ
れているコンピュータプログラムを実行することによりレーザ走査部１３などを制御する
。なお、本実施形態では、物体検知部１４、移動体特定部１５、移動体計数部１６および
追尾対象設定部１７は、制御部１０により実行されるコンピュータプログラムによりソフ
トウェア的に実現されている。エリアセンサ装置２は、特許請求の範囲に記載した光学式
距離計に相当する。
【００２０】
　記憶部１１は、図示しないメモリ素子などにより構成されており、コンピュータプログ
ラムなどの各種の情報や、検知した物体の検知距離や検知角度などの測定結果を記憶する
。入出力部１２は、図示しない上位の制御装置からの指令信号の入力や、物体の検出結果
の報知出力などを行う入出力手段として機能する。
【００２１】
　レーザ走査部１３は、レーザ照射部１３ａ、レーザ照射部１３ａから照射されたレーザ
光を監視エリアに向かって反射するとともに監視エリア内の物体で反射した光を受光する
ミラー１３ｂ、予め定められている角度分解能および走査周期にてミラー１３ｂを回転駆
動するモータ１３ｃ、反射光を受光するレーザ受光部１３ｄを備えている。なお、この構
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成は一例であり、レーザ照射部１３ａを駆動する構成（照射時には反射ミラー１３ｂを利
用しない構成）であってもよい。このレーザ照射部１３ａからレーザ光を照射するととも
にモータ１３ｃにてミラー１３ｂを回転駆動することにより、矢印Ａにて示すように所定
の走査方向（図２の場合、平面視で反時計方向）で走査エリアＲ０内にレーザ光が照射さ
れる。走査エリアＲ０内に存在する移動体（図２の場合、例えば移動体Ｍ１）で反射した
反射光は、レーザ受光部１３ｄにて受光される。
【００２２】
　物体検知部１４は、レーザ受光部１３ｄにて反射光を受光した際の距離（上記した検知
距離）と走査角度（上記した検知角度）とに基づいて、周知のように物体を検知する。そ
して、検知された物体に対応する検知距離および検知角度が複数の走査でどのように変化
しているかの時間変化に基づいて、その物体が移動体であるか否かが移動体特定部１５に
よって特定される。
【００２３】
　移動体計数部１６は、移動体特定部１５によって特定された移動体の数を特定する。追
尾対象設定部１７は、特定された移動体が複数である場合、いずれかの移動体を追尾対象
として設定する。本実施形態の場合、追尾対象設定部１７は、複数の移動体のうち、監視
エリアＲ１内に設定されている重点監視対象（本実施形態では、図２に示す出入り口Ｇ）
に最も近い移動体を追尾対象に設定する。追尾対象に設定された移動体は、その位置情報
がカメラ装置３に送信される。この位置情報には、検知距離から求めた移動体までの距離
と、検知角度から求めた角度とが含まれている。
【００２４】
　カメラ装置３は、撮像カメラ２０および可動式架台２１を備えている。撮像カメラ２０
は、図２に示すように、移動体を識別可能に撮像できる画角αから、監視エリアＲ１の全
域を撮像するための画角βまで、その画角（視野）を変更可能ないわゆるズーム機能を備
えている。ここで、「移動体を識別可能」とは、例えば移動体が人であれば顔を認識でき
る程度、移動体が車両であればその車種やナンバープレートあるいは運転者の顔などを認
識できる程度のことを意味している。
【００２５】
　このため、画角αで撮像した場合には、撮像された画像（静止画および動画を含む）を
見れば、例えば人の顔を認識することなどが可能となる。一方、画角βで撮像した場合に
は、個別の移動体を識別すること（例えば人の顔の認識すること）は多少困難になるもの
の、少なくとも移動体が存在していることは把握でき、さらに、その移動体の外観を大ま
かに認識することなどが可能となる。
【００２６】
　この撮像カメラ２０は、可動式架台２１に取り付けられており、エリアセンサ装置２か
ら取得した移動体の位置情報に基づいてその向きが追尾対象に設定された移動体が存在す
る方向に向けられるとともに、ズーム機能の制御が行われる。そして、移動体の位置が変
化するごとに、撮像カメラ２０の向きおよびズーム機能の制御が行われる。このように、
移動体の移動に追従させてその移動体を撮像することが、自動追尾に相当する。
　モニタ装置４は、表示部３０を備えており、カメラ装置３にて撮像した画像を表示する
。このモニタ装置４は、例えば図示しない警備室等に設けられており、警備員などによっ
て監視が行われている。
【００２７】
　次に、移動体を自動追尾するための制御方法について説明する。
　監視装置１は、図３に示す監視処理を実行しており、処理が開始されると、まず追尾期
間、判定期間、変数Ｍ、Ｎを初期化する（Ａ１）。詳細は後述するが、各項目の意味は以
下の通りである。
【００２８】
　・追尾期間：追尾対象に設定されてから次の追尾対象が設定されるまでの期間。つまり
、追尾対象が切り替えられるまでの期間であり、「同一の移動体を自動追尾した期間」に
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相当する。なお、追尾期間には、撮像カメラ２０の向きを変更する期間、および、ズーム
機能を制御する期間も含まれる。
　・判定期間：予め設定されている期間。
　・変数Ｍ：判定期間内に追尾対象が切り替えられた回数を計数するための変数。後述す
るように、変数Ｍの値が予め定められている判定上限数を超えると撮像カメラ２０の視野
が頻繁に切り替わっていると判定される。
【００２９】
　・変数Ｎ：追尾期間が下限値を下回った回数を計数するための変数。後述するように、
変数Ｎの値が下限判定回数（本実施形態では３回）以上となると、移動体を識別できない
状態で頻繁に撮像カメラ２０の視野が切り替わっていると判定される。なお、下限値は、
撮像カメラ２０の向きを変更する期間、ズーム機能を制御する期間、および、画像から移
動体を識別するのに要すると予想される期間（例えば、警備員が人の顔を認識するのに要
する期間）を考慮して設定されている。
【００３０】
　続いて、監視装置１は、エリアセンサ装置２で監視エリアＲ１を走査し（Ａ２）、監視
エリアＲ１内の物体を検知するとともに、移動体を特定する（Ａ３）。そして、重点監視
対象（出入り口Ｇ）に最も近い移動体を追尾対象に設定する（Ａ４）。このとき、図５に
示すように時刻ｔ１において監視エリアＲ１内（領域も含む）に複数の移動体Ｍ１０、Ｍ
１１が特定された場合、監視装置１は、出入り口Ｇに最も近い移動体Ｍ１０を自動追尾す
る。なお、図５は、移動体を「○」の記号にて模式的に示すとともに、その移動体が特定
された時刻を記号の中に文字（図５の場合「ｔ１」）にて示している。以下、後述する図
６、７等も同様である。
【００３１】
　つまり、監視装置１は、重点監視対象に最も近い移動体を優先して追尾対象に設定する
ことにより、警備員等の監視者が監視すべきと考える所望の移動体が追尾対象に設定され
るようにしている。なお、ステップＡ４では、移動体が１つの場合にはその移動体が最も
出入り口Ｇに近い移動体として追尾対象に設定されることになる。
【００３２】
　追尾対象を設定すると、監視装置１は、判定処理を実行する（Ａ５）。この判定処理は
、以下に説明するように、追尾対象が切り替えられた頻度に基づいて、自動追尾を解除す
るための追尾解除条件が成立したか否かを判定する処理である。追尾対象が頻繁に切り替
えられると、カメラ装置３の視野も頻繁に切り替わってしまうことから移動体の識別が困
難になるためである。そのため、監視装置１は、この判定処理において、自動追尾を解除
するか否かの判定を行っている。
【００３３】
　このとき、監視装置１は、以下の判定基準に基づいて、追尾対象が切り替えられた頻度
を判定している。
　・判定基準Ａ：予め定められている判定期間内に追尾対象が切り替えられた回数が判定
上限数を超えたこと。
　・判定基準Ｂ：同一の移動体を自動追尾した追尾期間が予め設定されている下限値を下
回った回数が、連続して下限判定回数以上となったこと。本実施形態では、追尾期間が下
限値を連続して３回下回ったか否か。
　なお、この判定処理は図３に示すように監視処理の流れの一部として実行されるもので
あるものの、説明の簡略化のために、判定基準Ａおよび判定基準Ｂによる処理の流れをこ
こで一度に説明しておく。
【００３４】
　＜判定基準Ａについて＞
　監視装置１は、判定処理において、追尾対象が切り替えられたかを判定しており（Ｂ１
）、追尾対象が切り替えられていない場合には（Ｂ１：ＮＯ）、変数Ｍが判定上限数を超
えたかを判定する（Ｂ２）。この変数Ｍは、所定期間内で追尾対象が切り替えられるごと
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にインクリメント（Ｂ１：ＹＥＳ、Ｂ４）される一方、判定期間が経過すると初期化され
る（図３のステップＡ９：ＹＥＳ、Ａ１０）。このため、変数Ｍの値を参照することによ
り、判定期間内に何回追尾対象が切り替えられたか、すなわち、撮像カメラ２０の視野が
何回切り替えられたかを把握することができる。
【００３５】
　監視装置１は、変数Ｍが判定上限数を超えている場合には（Ｂ２：ＹＥＳ）、撮像カメ
ラ２０の視野が頻繁に切り替えられているとして、自動追尾を解除するための追尾解除条
件が成立したと判定する（Ｂ９）。一方、監視装置１は、変数Ｍが判定上限数を超えてい
ない場合には（Ｂ２：ＮＯ）、撮像カメラ２０の視野が頻繁には切り替えられていないと
して、追尾解除条件が不成立と判定する（Ｂ３）。このように、監視装置１は、判定基準
Ａに基づいて、自動追尾を解除するか否かを判定している。
【００３６】
　＜判定基準Ｂについて＞
　監視装置１は、追尾対象が切り替えられた場合には（Ｂ１：ＹＥＳ）、上記した変数Ｍ
をインクリメントした後（Ｂ４）、追尾期間が下限値を下回るかを判定する（Ｂ５）。こ
の追尾期間は、自動追尾が開始されるごとに初期化（図３のステップＡ８）されるもので
あり、前回追尾対象に設定された移動体を自動追尾してから現時点までに経過した期間（
同一の移動体を自動追尾した期間）を示している。
【００３７】
　監視装置１は、追尾期間が下限値を下回っていない場合には（Ｂ５：ＮＯ）、前回の自
動追尾が移動体を識別するのに必要な期間行われていたとして、変数Ｎを０にする（Ｂ６
）。一方、監視装置１は、追尾期間が下限値を下回る場合には（Ｂ５：ＹＥＳ）、前回の
自動追尾が移動体を識別するのに必要な期間行われていなかったとして、変数Ｎをインク
リメントする（Ｂ７）。
【００３８】
　そして、監視装置１は、判定処理が繰り返された際、追尾期間が下限値を下回った状態
（変数Ｎが０にならない状態）が連続して発生し、変数Ｎが３（下限判定回数）以上とな
ると（Ｂ８：ＹＥＳ）、移動体を識別するのに十分な期間が確保されていないとして、自
動追尾を解除するための追尾解除条件が成立したと判定する（Ｂ９）。なお、変数Ｎが３
未満の場合には（Ｂ８：ＮＯ）、ステップＢ２に移行する。
【００３９】
　このように、監視装置１は、判定処理において自動追尾を解除するか否かを判定し、そ
の判定結果をもって監視処理にリターンする。
　判定処理からリターンすると、監視装置１は、追尾解除条件が成立したかを判定し（Ａ
６）、追尾解除条件が成立していなければ（Ａ６：ＮＯ）、ステップＡ４にて設定された
追尾対象を自動追尾し（Ａ７）、追尾期間を初期化する（Ａ８）。その後、判定期間が経
過していれば（Ａ９：ＹＥＳ）、判定期間および変数Ｍを初期化して（Ａ１０）、ステッ
プＡ２に移行する。一方、判定期間が経過していなければ（Ａ９：ＮＯ）、そのままステ
ップＡ２に移行する。
【００４０】
　さて、図５に示す時刻ｔ１の状態から、図６に示す時刻ｔ２の状態になると、監視装置
１は、監視エリアＲ１内（領域も含む）に複数の移動体Ｍ１０、Ｍ１１、Ｍ１２が特定さ
れるため、最も出入り口Ｇに最も近い移動体（今回も、移動体Ｍ１０）を追尾対象に設定
し、自動追尾を開始する。この場合、時刻ｔ１の状態から継続して移動体Ｍ１０が自動追
尾されていることになるため、上記した判定処理では追尾対象が切り替えられていないと
判定される。
【００４１】
　その後、図７に示すように時刻ｔ３において監視エリアＲ１内（領域も含む）に複数の
移動体Ｍ１０、Ｍ１１、Ｍ１２、Ｍ１３が特定された場合、監視装置１は、最も出入り口
Ｇに最も近い移動体（今回は移動体Ｍ１１）を追尾対象に設定し、自動追尾を開始する。
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この場合、判定処理において、追尾対象が切り替えられたことから、追尾期間が下限値を
下回るかの判定が行われることになる。
【００４２】
　さて、例えば図８に示すように、監視エリアＲ１内に複数の移動体が特定され、その移
動体が短期間に移動している状況を想定してみる。この状況は、例えば出勤時や退勤時に
おいて、出入り口Ｇに移動体（例えば人）が短期間に出入りする状況などが相当する。
【００４３】
　この場合、監視装置１は、出入り口Ｇに最も近い移動体を追尾対象に設定することから
、当初は移動体Ｍａ１を自動追尾しており、移動体Ｍａ１が移動したことにより、新たに
移動体Ｍａ２が出入り口Ｇに最も近くなった場合には、図８のように移動体Ｍａ２を自動
追尾することになる。また、時間が経過し、例えば移動体Ｍａ４が新たに監視エリアＲ１
内に侵入して出入り口Ｇに最も近くなると、移動体Ｍａ４が追尾対象として設定される。
【００４４】
　このため、移動体が短期間に出入り口Ｇの付近に集中し、最も出入り口Ｇに近い移動体
が頻繁に入れ替わるような状況では、追尾対象を自動追尾すると、撮像カメラ２０の視野
が頻繁に切り替えられ、移動体の識別性能が低下するおそれ、すなわち、監視が不十分に
なるおそれがある。
【００４５】
　このように最も出入り口Ｇに近い移動体が頻繁に入れ替わった場合には、判定期間内に
追尾対象が頻繁に切り替えられたり、追尾期間が下限値を連続して下回ったりすることが
多くなる。すなわち、図８に示すような状況では、上記した判定基準Ａまたは判定基準Ｂ
が満たされる可能性が高くなり、判定基準Ａまたは判定基準Ｂが満たされた場合には（上
記したステップＢ２：ＹＥＳ、または、Ｂ８：ＹＥＳ）、追尾解除条件が成立したと判定
される。
【００４６】
　そのため、監視装置１は、図３に示す監視処理において、追尾解除条件が成立した場合
には（Ａ６：ＹＥＳ）、図９に示すように監視エリアＲ１内に予め設定されている重点監
視エリアＲ２を拡大して定点監視する（Ａ１１）。この重点監視エリアＲ２は、重点監視
対象である出入り口Ｇ２を含む範囲として、出入り口Ｇ２の近傍に設定されている。本実
施形態では、複数の移動体を同時に撮像できる程度の大きさに設定されており、移動体が
人であるとすると、３～４人の全身を撮像可能な程度に設定されている。このときの撮像
カメラ２０の画角は、画角αよりも大きく、且つ画角β以下となっている。つまり、定点
監視している状態では、重点監視エリアＲ２の画像には出入り口Ｇ付近の複数の移動体が
１つの画像内に撮像されるようになっている。また、撮像カメラ２０は、その向きが固定
されており、移動体の移動に追従することはない。すなわち、移動体の自動追尾が解除さ
れる。
【００４７】
　これにより、短期間に出入り口Ｇに移動体が集中した場合であっても、重点的に監視し
たい出入り口Ｇの近傍を監視することが可能となる。なお、定点監視は、予め定められて
いる定点監視期間が終了するまで継続される（Ａ１２：ＮＯの後、ステップＡ１１に移行
する）。このため、定点監視を開始した直後にまた視野が切り替わってしまうことが防止
される。
【００４８】
　以上説明した本実施形態の制御方法によれば、次のような効果を奏する。
　監視エリアＲ１内に存在する移動体のうち、重点監視対象（本実施形態では、出入り口
Ｇ）に最も近い移動体を追尾対象に設定してカメラ装置３により自動追尾するので、重点
的に監視すべき場所に最も近い移動体、すなわち、監視者が監視対象として所望する移動
体を、追尾対象に設定することができる。
【００４９】
　このとき、最も重点監視対象に近い移動体を追尾対象に設定することから、移動体が移
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動して位置関係が変化した場合であっても、追尾対象を自動で且つ適宜切り替えることが
できる。また、監視エリア内に複数の移動体が存在していたとしても、移動体の移動に伴
って順次追尾対象が切り替わっていくので、監視エリア内の移動体をもれなく監視するこ
とができる。
【００５０】
　同一の移動体を自動追尾した追尾期間が下限値を連続して下回った回数が下限判定回数
以上となった場合、すなわち、移動体が識別される前にカメラ装置３の視野が切り替わる
ことが頻繁に起きた場合には重点監視エリアＲ２を拡大してカメラ装置３で定点監視する
。これにより、カメラ装置３の視野が固定され、移動体を識別することができるようにな
る。
【００５１】
　判定期間内に追尾対象が切り替えられた回数が予め定められている判定上限数を超えた
場合、すなわち、カメラ装置３の視野が頻繁に切り替わった場合には重点監視エリアＲ２
を拡大してカメラ装置３で定点監視するので、カメラ装置３の視野が固定され、移動体を
識別することができる。
　このとき、重点監視エリアＲ２は重点監視対象を含めた範囲として設定されているので
、すなわち、重点監視対象が視野に入った状態で定点監視することから、監視性能が低下
するおそれを抑制することができる。
【００５２】
　重点監視エリアＲ２は、複数の移動体を撮像可能な大きさに設定されているので、つま
り、重点監視エリアＲ２内の移動体を識別することを重視した大きさに設定されているの
で、定点監視中であっても、重点監視エリアＲ２の近傍に存在する複数の移動体を識別す
ることができる。したがって、識別性能が低下するおそれを抑制することができる。
【００５３】
　この場合、カメラ装置３がズーム機能を有していることから、重点監視対象の近傍に移
動体が存在しているか否かを重視する場合には、重点監視エリアの大きさを本実施形態よ
りも大きくすることができる。すなわち、重点監視エリアＲ２の大きさは、監視者が重視
する点に基づいて、適宜設定することができる。
【００５４】
　　　（第２実施形態）
　以下、本発明の第２実施形態による制御方法について、図１０から図１５を参照しなが
ら説明する。第２実施形態では、複数の移動体を特定した際にどの移動体を追尾対象に設
定するかが、第１実施形態と異なっている。なお、監視装置の構成は第１実施形態と共通
するので同一の符号を付して説明する。また、図１０に示す監視処理において、図３に示
した第１実施形態の監視処理と共通する処理については、詳細な説明は省略する。
【００５５】
　監視装置１は、図１０に示す監視処理を実行しており、追尾期間、判定期間、変数Ｍ、
Ｎを初期化した後（Ｃ１）、エリアセンサ装置２で監視エリアＲ１を走査し（Ｃ２）、監
視エリアＲ１内の物体を検知するとともに移動体を特定する（Ｃ３）。続いて、最新の移
動体、または未追尾の移動体を追尾対象に設定する（Ｃ４）。ここで、最新の移動体とは
、監視エリアＲ１内で新たに特定された移動体のうち、最も新しく特定された移動体のこ
とを意味している。つまり、監視装置１は、監視エリアＲ１内に新たに移動体を特定した
時点で、換言すると、新たな移動体が監視エリアＲ１に侵入した時点で、その移動体を追
尾対象に設定する。
【００５６】
　一方、未追尾の移動体とは、新たに特定された移動体のうち、未だ追尾対象に設定され
ていない移動体を意味している。監視エリアＲ１内に新たに複数の移動体を特定した場合
、いずれかの移動体を選択して追尾対象に設定する必要がある。本実施形態の監視装置１
は、複数の移動体が新たに特定された場合には、監視エリアＲ１の境界に近い移動体を優
先して追尾対象に設定する。このため、同時に複数の移動体が特定された場合には、追尾
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対象に設定されていない移動体が監視エリアＲ１内に存在することになる。そのため、監
視装置１は、未追尾の移動体があれば、それを追尾対象に設定する。
【００５７】
　このように、最新の移動体、または未追尾の移動体を追尾対象に設定することにより、
監視エリアＲ１内に侵入した移動体をもれなく自動追尾することが可能となる。
　追尾対象を設定すると、監視装置１は、応答時間が予測時間よりも長くなるかを判定す
る（Ｃ５）。ここで、応答時間とは、新たに追尾対象に設定された移動体を自動追尾する
までに要する時間であり、予測時間とは、その移動体が重点監視対象（出入り口Ｇ）まで
到達するのに要すると予測される時間である。具体的には、図１１に示すように、例えば
監視エリアＲ１の図示左端側で移動体Ｍｂ１が先に特定され、その移動体Ｍｂ１を自動追
尾している状態で新たに移動体Ｍｂ２が特定されたとする。
【００５８】
　この場合、移動体Ｍｂ２を監視するためには、図示左端側から右端側まで撮像カメラ２
０の向きを移動させ、ズーム機能を制御して移動体Ｍｂ２にフォーカスを合わせ、撮像さ
れた画像を見て移動体を識別することが必要となる。これに要する時間が、応答時間とな
る。また、移動体Ｍｂ２が出入り口Ｇまで到達するのに要すると予想される時間が、予測
時間となる。これら応答時間および予測時間は、監視エリアＲ１の大きさおよび出入り口
Ｇの位置は予め決まっていること、および、位置情報により移動体Ｍｂ２と出入り口Ｇと
の距離が求まることから、それらに基づいて算出することができる。
【００５９】
　監視装置１は、応答時間が予測時間よりも短いと判定した場合には（Ｃ５：ＮＯ）、第
１実施形態と同様に、図４に示す判定処理を実行し（Ｃ６）、追尾解除条件が成立してい
なければ（Ｃ７：ＮＯ）、追尾対象を自動追尾する（Ｃ８）。その後、追尾期間を初期化
し（Ｃ９）、判定期間が経過していなければ（Ｃ１０：ＮＯ）そのまま、判定期間が経過
していれば（Ｃ１０：ＹＥＳ）判定期間および変数Ｍを初期化（Ｃ１１）して、ステップ
Ｃ２に移行する。そして、移動体の特定、追尾対象の設定および判定処理などを繰り返す
。
【００６０】
　さて、本実施形態の制御方法であっても、撮像カメラ２０の視野が頻繁に切り替わる可
能性がある。つまり、どの程度の数の移動体が想定されるかといった監視装置１の設置状
況に応じて撮像カメラ２０お設置台数等は設定されているものの、想定を超える数の移動
体が存在した場合等には、自動追尾が間に合わない場合も起こりえるためである。例えば
図１２に示すように、移動体Ｍ２０を自動追尾している最中の時刻ｔ１において、新たに
移動体Ｍ２１が特定されたとする。この場合、監視装置１は、移動体Ｍ２０を追尾対象に
設定して自動追尾する。その後、図１３に示すように時刻ｔ２において新たに移動体Ｍ２
２が特定されると、移動体Ｍ２２を追尾対象に設定して自動追尾し、さらにその後、図１
４に示すように時刻ｔ３において新たに移動体Ｍ２３が特定されると、移動体Ｍ２３を追
尾対象に設定して自動追尾することになる。
【００６１】
　この場合、監視装置１は、追尾対象を設定するごとにステップＣ６の判定処理を栗開け
しており、追尾対象が切り替えられていることから、上記した判定基準Ａおよび判定基準
Ｂに基づく判定を行っている。そして、例えば図１４に示す時刻ｔ３の時点で追尾解除条
件が成立したと判定した場合には（Ｃ７：ＹＥＳ）、自動追尾を解除して、図１５に示す
ように重点監視エリア（本実施形態では、監視エリアＲ１の全域）を広角にて定点監視す
る（Ｃ１２）。このとき、撮像カメラ２０の画角は、画角βとなっている。なお、重点監
視エリアには、第１実施形態と同様に重点監視対象である出入り口Ｇが含まれている。
【００６２】
　これにより、監視エリアＲ１の全域を対象として、移動体の存在を把握することが可能
となる。つまり、監視エリアＲ１に相次いで移動体が侵入してくるような状況であっても
、重点的に監視すべき出入り口Ｇを含めて監視することが可能となる。なお、定点監視は
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、第１実施形態と同様に、予め定められている定点監視期間が終了するまで継続される（
ステップＣ１３：ＮＯの後、ステップＣ１２に移行する）。
【００６３】
　以上説明した本実施形態の制御方法によれば、次のような効果を奏する。
　監視エリアＲ１内で特定された移動体のうち、最も新しく特定された移動体を追尾対象
に設定してカメラ装置３により自動追尾するので、監視エリアＲ１内に侵入した移動体、
すなわち、監視者が監視したいと所望する移動体を追尾対象に設定することができる。
【００６４】
　また、最も新しく特定された移動体を追尾対象に設定することで、侵入の初期段階で移
動体を監視対象とすることができる。重点監視対象などの本当に保護すべき位置まで移動
体が到達するには統計的にやや時間が掛かると想定されるため、追尾時間をフルに使って
多くの情報（撮像により得られる情報）を元に監視することができるため、監視精度が高
くすることができ、監視装置としての役割を十分に果たすことができる。
【００６５】
　新たに特定された移動体が複数存在する場合、監視エリアＲ１の境界に近い移動体から
順に追尾対象に設定して自動追尾することを繰り返すので、監視エリアＲ１に侵入した移
動体をもれなく追尾対象に設定することができる。
【００６６】
　この場合、監視エリアＲ１の境界に近いということは、監視エリアＲ１からの離脱が容
易であるとも言える。そのため、複数の移動体を特定した場合に監視エリアＲ１の境界に
近い移動体から追尾対象に設定することにより、監視エリアＲ１外に移動してしまいそう
な移動体を優先して監視することができる。これにより、複数の移動体が同時に特定され
たとしても、監視エリアＲ１内に侵入した移動体が監視されること無く監視エリアＲ１か
ら離脱することを防止できる。
【００６７】
　応答時間が予測時間よりも長い場合には、重点監視エリアをカメラ装置３で広角に定点
監視するので、自動追尾が間に合わないような状況になった場合であっても、少なくとも
移動体を撮像することが可能となる。
　同一の移動体を自動追尾した追尾期間が下限値を連続して下回った回数が下限判定回数
以上となった場合には重点監視エリアＲ２を拡大してカメラ装置３で定点監視するので、
第１実施形態と同様に、カメラ装置３の視野が固定され、移動体を識別することができる
ようになる。
【００６８】
　判定期間内に追尾対象が切り替えられた回数が予め定められている判定上限数を超えた
場合には重点監視エリアＲ２を拡大してカメラ装置３で定点監視するので、第１実施形態
と同様に、カメラ装置３の視野が固定され、移動体を識別することができる。
　重点監視エリアＲ２を監視エリアＲ１の全域に設定しているので、定点監視している場
合であっても監視エリアＲ１の全域を監視対象とすることができ、監視性能が低下するお
それを抑制することができる。
【００６９】
　　　（第３実施形態）
　以下、本発明の第３実施形態による制御方法について、図１６および図１７を参照しな
がら説明する。第３実施形態では、広角にて定点監視している際、所望の移動体を選択可
能である点が第２実施形態と異なっている。なお、監視装置の構成について第１実施形態
と共通する部位には同一の符号を付して説明する。また、図１７に示す監視処理において
、図１０に示した第２実施形態の監視処理と共通する処理については、詳細な説明は省略
する。
【００７０】
　図１６に示すように、本実施形態の監視装置１は、モニタ装置４に対象選択部３１が設
けられている。この対象選択部３１は、監視エリアＲ１内に存在する移動体のうち、いず
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れの移動体を追尾対象に設定するかを選択するためのものであり、警備員等による選択操
作が入力される図示しないマウスやキーボードあるいはタッチパネル等の入力手段で構成
されている。追尾対象の選択は、表示部３０に表示されている移動体（撮像カメラ２０の
画像）から、所望の移動体を選択することにより行われる。以下、追尾対象を選択する処
理の流れについて説明する。
【００７１】
　監視装置１は、図１７に示す監視処理を実行しており、追尾期間、判定期間、変数Ｍ、
Ｎを初期化した後（Ｄ１）、エリアセンサ装置２で監視エリアＲ１を走査し（Ｄ２）、監
視エリアＲ１内の物体を検知するとともに移動体を特定し（Ｄ３）、追尾対象を設定する
（Ｄ４）。なお、追尾対象には、第１実施形態のように出入り口Ｇに最も近い移動体を設
定してもよいし、第２実施形態のように最新の移動体を設定してもよいし、監視エリアＲ
１内の移動体を順番あるいはランダムに設定してもよい。
【００７２】
　続いて、監視装置１は、第１実施形態と同様に図４に示す判定処理を実行し（Ｄ５）、
追尾解除条件が成立していなければ（Ｄ６：ＮＯ）、追尾対象を自動追尾する（Ｄ７）。
その後、追尾期間を初期化し（Ｄ８）、判定期間が経過していなければ（Ｄ９：ＮＯ）そ
のまま、判定期間が経過していれば（Ｄ９：ＹＥＳ）判定期間および変数Ｍを初期化（Ｄ
１０）して、ステップＤ２に移行する。
【００７３】
　そして、例えば第２実施形態の図１２～図１４に示したように移動体の特定および判定
処理を繰り返し、追尾解除条件が成立した場合には（Ｄ６：ＹＥＳ）、図１５に示したよ
うに重点監視エリアを広角にて定点監視する（Ｄ１１）。本実施形態では、監視装置１は
、第２実施形態と同様に重点監視エリアとして監視エリアＲ１の全域を設定している。
【００７４】
　続いて、監視装置１は、追尾対象が選択されたかを判定する（Ｄ１２）。この場合、例
えば対象選択部３１がタッチパネルで構成されていれば、表示部３０に表示されている移
動体のいずれかをタッチ操作で選択することで所望の移動体を選択することが可能となる
。あるいは、表示部３０に移動体ＩＤ（エリアセンサ装置２にて移動体を特定した際に割
り振られる固有の番号）を表示し、キーボード等で所望の移動体ＩＤを選択してもよい。
いずれにしろ、移動体を選択できれば、どのような構成であってもよい。
【００７５】
　監視装置１は、追尾対象が選択された場合には（Ｄ１２：ＹＥＳ）、選択された追尾対
象を自動追尾する（Ｄ７）。このとき、定点監視は解除される。一方、追尾対象が選択さ
れなかった場合には（Ｄ１２：ＮＯ）、定点監視期間が終了するまで定点監視を継続する
（Ｄ１３：ＮＯの後、ステップＤ１１に移行する）。
　このように、監視装置１は、監視エリアＲ１に複数の移動体が存在する場合であっても
、監視者が所望する移動体を追尾対象に設定可能としている。
【００７６】
　以上説明した本実施形態の制御方法によれば、次のような効果を奏する。
　監視エリアＲ１内に複数の移動体が特定された際、追尾解除条件が成立した場合には重
点監視エリアＲ２をカメラ装置３で広角に定点監視するので、重点監視エリアＲ２内の移
動体を撮像することが可能となる。これにより、監視エリアＲ１内に複数の移動体が侵入
した場合であっても、少なくとも重点監視エリアＲ２内の移動体を監視することができる
。
【００７７】
　この場合、広角にすることで視野が切り替わる可能性のある位置関係の移動体がまとめ
て視野内に入ってくるため、同じ画像が長い時間で撮像され対象の移動体の判別がし易く
なる。
【００７８】
　同一の移動体を自動追尾した追尾期間が下限値を連続して下回った回数が下限判定回数
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以上となった場合には重点監視エリアＲ２を拡大してカメラ装置３で定点監視するので、
第１実施形態と同様に、カメラ装置３の視野が固定され、移動体の移動状況や監視エリア
内にどの程度の物体が存在しているかなど、監視エリア内の状況をもれなく把握すること
ができる。また、重点監視対象が視野に入った状態で定点監視することから、監視性能が
低下するおそれを抑制することができる。
【００７９】
　判定期間内に追尾対象が切り替えられた回数が予め定められている判定上限数を超えた
場合には重点監視エリアＲ２を拡大してカメラ装置３で定点監視するので、第１実施形態
と同様に、カメラ装置３の視野が固定され、監視エリア内の状況をもれなく把握すること
ができる。
【００８０】
　重点監視エリアＲ２を監視エリアＲ１の全域に設定しているので、定点監視している場
合であっても監視エリアＲ１の全域を監視対象とすることができ、監視性能が低下するお
それを抑制することができる。
　対象設定部を設けて追尾対象に設定する移動体を選択可能としているので、監視者が所
望する移動体を確実に追尾対象に設定することができる。
【００８１】
　　　（第４実施形態）
　以下、本発明の第４実施形態による制御方法について、図１８を参照しながら説明する
。第４実施形態では、追尾対象を設定する態様が第１実施形態と異なっている。なお、監
視装置１の構成は第１実施形態と共通するので図１も参照しながら説明する。また、図１
８に示す監視処理において、図３に示した第１実施形態の監視処理と共通する処理につい
ては、詳細な説明は省略する。
【００８２】
　監視装置１は、図１８に示す監視処理を実行しており、エリアセンサ装置２で監視エリ
アＲ１を走査し（Ｅ１）、監視エリアＲ１内の物体を検知するとともに移動体を特定し（
Ｅ２）、追尾対象を設定する（Ｅ３）。なお、追尾対象には、第１実施形態のように出入
り口Ｇに最も近い移動体を設定してもよいし、第２実施形態のように最新の移動体を設定
してもよいし、監視エリアＲ１内の移動体を順番あるいはランダムに設定してもよい。
【００８３】
　続いて、監視装置１は、追尾解除条件が成立したか否かを判定する（Ｅ４）。本実施形
態では、監視装置１は、追尾解除条件として、上記した判定基準Ａおよび判定基準Ｂに加
えて、以下の判定基準が設定されている。
　・判定基準Ｃ：新たに追尾対象に設定された移動体を自動追尾するまでに要する応答時
間が、新たに追尾対象に設定された移動体が重点監視対象まで到達するのに要する予測時
間よりも長いこと。
【００８４】
　・判定基準Ｄ：特定された移動体の数が予め設定されている移動体上限数を超えたこと
。移動体上限数は、監視エリアＲ１の大きさなどに基づいて設定することができる。例え
ば、移動体が人であるとすると、監視エリアＲ１の大きさと人の歩行速度とに基づいて監
視エリアＲ１を横切るのに要する時間を予め想定しておき、想定した時間と１回の自動追
尾に必要とする最低限の時間とから、移動体上限数を設定することなどが考えられる。
【００８５】
　・判定基準Ｅ：重点監視対象または重点監視エリアＲ２が監視されていない期間が予め
設定されている未監視上限値を超えたこと。
　監視装置１は、上記した判定基準Ａ～Ｅのいずれかが満たされた場合に、追尾解除条件
が成立したと判定する。判定基準Ａおよび判定基準Ｂに対する処理は第１実施形態の図４
に示した判定処理と共通し、判定基準Ｃに対する処理は第２実施形態のステップＣ５の処
理と共通するので、それらの詳細な説明は省略する。なお、図１９では、追尾期間や判定
期間、変数Ｍ、Ｎの初期化の処理については図示を省略している。
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【００８６】
　判定基準Ｄの場合、監視装置１は、監視エリアＲ１内で特定した移動体の数が移動体上
限数を超えていると、追尾解除条件が成立したとして自動追尾を解除する。これは、移動
体上限数を超える場合には、視野の切り替わりが頻繁に発生することが確実であると予測
できるためである。なお、この判定基準Ｄに対する処理は、移動体を特定した時点、すな
わち、ステップＥ２の後、且つ、ステップＥ３の前に実行するようにしてもよい。
【００８７】
　判定基準Ｅの場合、監視装置１は、重点監視対象または重点監視エリアＲ２が監視され
ていない期間が予め設定されている未監視上限値を超えると、追尾解除条件が成立したと
して自動追尾を解除する。例えば第２実施形態のように最新の移動体を自動追尾する場合
、新たに移動体が特定されれば、新たな移動体に追尾対象が切り替えられる。このため、
先に特定されていた移動体が重点監視エリアＲ２に侵入したとしても、その移動体は追尾
対象ではないことから、重点監視エリアＲ２の近傍に位置する移動体が監視されないこと
になる。また、新たな移動体が重点監視エリアＲ２（つまり、重点監視対象）に近づくこ
となく移動した場合にも、重点監視エリアＲ２が監視されていない期間が長くなる。その
ため、未監視上限値を超えた場合には、一旦重点監視エリアＲ２を監視することで、重点
監視エリアＲ２が監視されない期間が長くなることを防止している。
【００８８】
　監視装置１は、上記した判断基準に基づいて追尾解除条件が成立したかを判定し、追尾
解除条件が成立していない場合には（Ｅ４：ＮＯ）、追尾対象を自動追尾する（Ｅ５）。
そして、ステップＥ１に移行して、物体の検知、移動体の特定、追尾対象の設定の処理を
繰り返す。
　一方、監視装置１は、追尾解除条件が成立している場合には（Ｅ４：ＮＯ）、第１実施
形態の図９に示したように重点監視エリアＲ２を拡大して定点監視し（Ｅ６）、定点監視
期間が終了するまで定点監視を継続する（Ｅ７：ＮＯの後、ステップＥ１に移行する）。
　このように、監視装置１は、追尾解除条件が成立したと判定すると重点監視エリアＲ２
を拡大して定点監視することで、監視エリアＲ１内に複数の移動体が存在する場合であっ
ても、重点的に監視すべき出入り口Ｇの近傍を監視可能としている。
【００８９】
　以上説明した本実施形態の制御方法によれば、次のような効果を奏する。
　監視エリアＲ１内に複数の移動体が特定された際、追尾解除条件が成立した場合には重
点監視エリアを拡大してカメラ装置３にて定点監視するので、重点監視対象の近傍に存在
する移動体を識別することができ、重要的に監視すべき範囲における監視性能が低下する
ことを防止できる。
【００９０】
　また、重点監視エリアＲ２内を拡大して撮像することから、重点監視エリアＲ２内の移
動体を識別可能に撮像することが可能となる。これにより、監視エリアＲ１内に複数の移
動体が侵入した場合であっても、少なくとも、監視者が所望する重点監視エリアＲ２内の
移動体を監視することができる。
【００９１】
　同一の移動体を自動追尾した追尾期間が下限値を連続して下回った回数が下限判定回数
以上となった場合、すなわち、移動体が識別される前にカメラ装置３の視野が切り替わる
ことが頻繁に起きた場合には重点監視エリアＲ２を拡大してカメラ装置３で定点監視する
。これにより、カメラ装置３の視野が固定され、移動体を識別することができるようにな
る。
【００９２】
　判定期間内に追尾対象が切り替えられた回数が予め定められている判定上限数を超えた
場合、すなわち、カメラ装置３の視野が頻繁に切り替わった場合には重点監視エリアＲ２
を拡大してカメラ装置３で定点監視するので、カメラ装置３の視野が固定され、移動体を
識別することができる。
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【００９３】
　応答時間が予測時間よりも長い場合には重点監視エリアＲ２を拡大してカメラ装置３で
定点監視するので、自動追尾が間に合わないような状況であっても、第１実施形態と同様
に、重点的に監視すべき場所に位置する移動体を少なくとも撮像することができる。
　監視エリアＲ１に存在する移動体が移動体上限数を超えた場合には重点監視エリアＲ２
を拡大してカメラ装置３で定点監視するので、自動追尾が間に合わないような状況であっ
ても、第１実施形態と同様に、重点的に監視すべき場所に位置する移動体を少なくとも撮
像することができる。
【００９４】
　重点監視エリアＲ２が監視されていない期間が未監視上限値を超えた場合には重点監視
エリアＲ２を拡大してカメラ装置３で定点監視するので、重点監視対象または重点監視エ
リアＲ２が監視されない期間が長くなって監視状態が悪化することを防止することができ
る。これにより、例えば、監視エリアＲ１内で静止状態（人であれば、例えば手を動かし
ているものの位置の移動はしていないような状態も含む）となり、一旦は「移動体では無
い」として追尾対象から外された物体が、重点監視対象または重点監視エリアＲ２の近傍
に居る場合等において、重点監視対象または重点監視エリアＲ２を監視することができる
。
【００９５】
　　　（その他の実施形態）
　本発明は、各実施形態にて例示したものに限定されることなく、例えば以下のように変
形あるいは拡張することができる。
　各実施形態で示した数値は例示であり、これに限定されない。
　物体を検知する場合、１回の走査ではなく、複数回の走査により得られたデータに基づ
いて物体の検知、移動体の特定を行ってもよい。
【００９６】
　各実施形態では説明の簡略化のために定点監視期間中は待機する処理の流れを例示した
が、監視装置１は、定点監視期間中にも物体の検知、移動体の特定は行われており、定点
監視期間が経過すると、定点監視期間中に特定された移動体を自動追尾する。
　監視者が認識することが必要な場合、２秒程度は同一の移動体を撮像し続けることが必
要となるが、例えばモニタ装置４に記録部を設けて撮像した画像を再生できる構成とすれ
ば、同一の移動体を撮像し続ける期間を短縮しても後から確認することができる。このた
め、応答時間や追尾期間は、監視装置１の構成等に基づいて、適宜設定することができる
。
【００９７】
　判定基準Ａ～Ｅは、どのように組み合わせてもよい。すなわち、第１実施形態では判定
基準Ａ、Ｂを採用しているが、判定基準Ｃ～Ｅを採用してもよいし、判定基準Ｄだけを採
用して移動体の数が多ければ定点監視するようにしてもよい。また、第２実施形態や第２
実施形態についても同様に、判定基準Ａ～Ｅをどのように組み合わせてもよい。
【００９８】
　各実施形態において、監視エリア内で特定された移動体とは、監視エリア内で停止して
一旦は「移動体では無い」と判定されたものの、その後移動を再開したような移動体も含
まれている。
【符号の説明】
【００９９】
　図面中、１は監視装置、２はエリアセンサ装置（光学式距離計）、３はカメラ装置を示
す。
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